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衆議院地方創生に関する特別委員会ニュース  

平成26.10.29 第187回国会第５号 

 

10月 29日（水）、第５回の委員会が開かれました。 

 

１ 理事の辞任及び補欠選任 

 ・理事の辞任を許可し、補欠選任を行いました。 

   辞任   理事 宮 腰 光 寛君（自民） 

   補欠選任 理事 寺 田   稔君（自民）（理事宮腰光寛君今 29日理事辞任につきその補欠） 

 

２ まち・ひと・しごと創生法案（内閣提出第１号） 

  地域再生法の一部を改正する法律案（内閣提出第２号） 

 ・両案審査のため、徳島県に派遣された委員を代表して鳩山委員長から報告を聴取しました。 

 ・参考人から意見を聴取することに協議決定しました。 

・麻生国務大臣（財務大臣・金融担当）、高市総務大臣、下村文部科学大臣、塩崎厚生労働大臣、西川農林水産大臣、

宮沢経済産業大臣、太田国土交通大臣、江渡防衛大臣、有村国務大臣、甘利国務大臣、石破国務大臣、丹羽文部科

学副大臣、永岡厚生労働副大臣、山際経済産業副大臣、北川国土交通副大臣、北村環境副大臣、小泉内閣府大臣政

務官兼復興大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行いました。 

 

（質疑者及び主な質疑内容）

近 藤 洋 介君（民主） 

・宮沢経済産業大臣が、平成23年３月11日の東日本大震災

の発生以降現在まで、被災地福島県を訪れていないこと

は、原子力経済被害担当等も兼務している経済産業大臣

としては不適切ではないかと考えるが、見解を伺いたい。 

・株式会社地域経済活性化支援機構の業務として、地域の

中小企業等を支援する事業再生・地域活性化ファンドが

あるが、東北の被災地３県（福島県、宮城県、岩手県）

についてはどのような検討状況となっているのか、小泉

内閣府大臣政務官の説明を伺いたい。 

 

階     猛君（民主） 

・小泉内閣府大臣政務官は先月、岩手県紫波町を訪問し、

同町の「オガールプロジェクト」を視察されたというこ

とだが、視察の目的、成果、今後の政府施策にどのよう

に反映していくのかについての見解を伺いたい。 

・岩手県大槌町町方地区、山田町大浦地区、大船渡市など

で実施されている「買い物システム」導入検討調査事業

について、同システムに、例えば独居老人の安否確認機

能などの機能追加の上で広めていく必要があるのではな

いかと考えるが、太田国土交通大臣の見解を伺いたい。 

 

小 熊 慎 司君（維新） 

・教育は地方創生の鍵であり、教育の機会均等を目指して

いかなければならないと考えるが、都市部に大学が偏在

している現状をどのように是正していくのか、丹羽文部

科学副大臣の見解を伺いたい。 

・少子化対策には男性の育児参加の促進が重要であると考

えるが、有村国務大臣の見解を伺いたい。 

 

坂 本 祐之輔君（維新） 

・地域再生法改正案において、地方公共団体の長の要請等

があれば国家公務員を地方に派遣するよう努めることと

されているが、現在地方公共団体に出向している国家公

務員が 10 年程度の期間で腰をすえて取り組むべきでは

ないかと考えるが、石破国務大臣の見解を伺いたい。 

・道州制の実現の下に我が国の統治機構を抜本的に変える

など、地方創生は地方分権とセットで行わなければなら

ないと考えるが、石破国務大臣の見解を伺いたい。 

 

今 井 雅 人君（維新） 

・平成 26年度税制改正において軽自動車税の平成 27年度

からの税率引上げが決定されたが、円安により燃料価格

が高騰する中で、軽自動車を主な交通手段として利用し

ている地方の低所得者等の負担を増やすべきではないと

考えるが、高市総務大臣の見解を伺いたい。 

・今般の電力会社の再生可能エネルギー発電設備の接続申

込みに対する回答保留は、再生可能エネルギー発電事業

者の意欲を削ぐものであり、地方創生のためにも解決が
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必要と考えるが、石破国務大臣の見解を伺いたい。 

 

後 藤 祐 一君（民主） 

・市町村等が地域におけるまち・ひと・しごと創生総合戦

略を作成しない場合、交付金が受けられない等の不利益

が生じるのかどうかについて、石破国務大臣の見解を伺

いたい。 

・民主党政権時代の一括交付金について内閣府が行ったア

ンケートでは手続きが煩雑であるとの指摘はされておら

ず、一括交付金を手続きの煩雑さから廃止したとする

10 月 14 日の本会議における安倍内閣総理大臣の答弁に

は根拠がないと考えるが、なぜ廃止したのか、石破国務

大臣の見解を伺いたい。 

 

中 丸   啓君（次世代） 

・地域金融に係る規制緩和と地方創生をセットで実行して

いく必要があると考えるが、石破国務大臣の見解を伺い

たい。 

・日本創生会議の発表した消滅自治体等の数値及び前提条

件の捉え方について、高市総務大臣及び石破国務大臣の

見解を伺いたい。 

・域外支出を抑制できる地産地消が地域経済の活性化には

重要であると考えるが、石破国務大臣の見解を伺いたい。 

 

鈴 木 克 昌君（生活） 

・地方創生のためには、単純な予算のばらまきではなく、

若者の経済環境の整備、地方生活への夢や希望の付与、

将来への不安を取り除くことが重要であると考えるが、

石破国務大臣の所見を伺いたい。 

・今後の地域の中小企業施策の進め方について、山際経済

産業副大臣に伺いたい。 

 

高 橋 千鶴子君（共産） 

・平成 19 年から「公立病院改革ガイドライン」に基づく

改革が行われてきたにもかかわらず、「経済財政運営と

改革の基本方針 2014」において、今年度中に、新たな

公立病院改革ガイドラインを策定するとされた理由につ

いて、高市総務大臣に伺いたい。 

・平成 26 年９月、文部科学省において、東北地方におけ

る医学部設置に係る構想審査会が東北地方における医学

部設置に係る選定を行い、１校を選定した際に付した条

件についての下村文部科学大臣の所見を伺いたい。 

 

 

 

佐 藤 正 夫君（みんな） 

・江渡防衛大臣が、資金管理団体である聡友会から、選挙

運動に関するものとして、受け取った組織活動費の使い

道を明らかにすべきと考えるが、所見を伺いたい。 

・総務省が進める地方中枢拠点都市圏構想と国土交通省が

進める高次地方都市連合が持つそれぞれのメリットを地

方が受けられるようにするための連携方策について、石

破国務大臣の所見を伺いたい。 

 

 




